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※印は記入していただく必要はありません。

　別紙種類別明細書記載の償却資産は次の事由に該当しますので、減額の申請をします。

 2.　旧法人税法施行令第60条の２第１項若しくは第６項又は旧所得税法施行令第133条

     の２第１項若しくは第６項の規定の適用を受ける償却資産

 事　　由　（該当事項を○で囲んでください。）

償 却 資 産 減 額 申 請 書

※

処

理

事

項

 1.　法人税法施行令第60条又は所得税法施行令第133条の規定の適用を受ける償却資産

※

決

裁

欄

　　　　　局　　　　　　　　番

（　　　　　　区分）

　　　　　　月・　　　　　　月

 (あて先)　大阪市長

令和　　　年　　　月　　　日

受付印


